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` 配置予定技術者の確認 落札者決定後、Ｃ
ＯＲＩＮＳ等により配置予定技術者の専任制
違反の事実が確認された場合、契約を結ばな
いことがある。なお、種々の状況からやむを
得ないものとして承認された場合の外は、申
請書の差し替えは認められない。

a 専任の配置予定技術者の配置が義務づけら
れている工事において、調査基準価格を下
回った価格をもって契約する場合において
は、配置予定技術者とは別に同等の要件を満
たす技術者の配置を求めることがある。

b 手続における交渉の有無 無
c 契約書作成の要否 要
d 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を、当該工事の請負契約の相手方との随意
契約により締結する予定の有無 無

e 技術提案書の採否 技術提案書の採否は、
競争参加資格の確認の通知と併せて通知す
る。

Ĉ 技術提案内容に確認が必要な場合は、ヒア
リングを行う場合がある。

D̂ 施工体制の確認についてヒアリング等を実
施すると共に、ヒアリングに際して追加資料
の提出を求める事がある。

Ê 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４\に同じ。

F̂ 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２]に掲げる一般競争参加資格
の認定を受けていない者も上記４^により申
請書及び技術資料を提出することができる
が、競争に参加するためには、開札の時にお
いて、当該資格の認定を受け、かつ、競争参
加資格の確認を受けていなければならない。

Ĝ 詳細は入札説明書による。
６ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Masanori Miura Director

General of Shikoku Regional Development

Bureau, Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism

] Classification of the services to be pro-

cured : 41

^ Subject matter of the contract : Construc-

tion work of the Intake and Outlet Facil-

ities for Kanogawa Dam

_ Time-limit for the submission of applica-

tion forms and relevant documents for the

qualification by electronic bidding system :

5 : 00 P.M. 1 November 2013

` Time-limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 2 : 00 P.M. 10

December 2013 (tenders bring with 2 : 00

P.M. 10 December 2013 or tenders submit-

ted by mail 2 : 00 P.M. 10 December 2013)

a Contact point for tender documentation :

Shinji Segawa, Contract Division, Shikoku

Regional Development Bureau Ministry of

Land, Infrastructure, Transport and Tour-

ism 3`33, Sunport, Takamatsu City,

Kagawa Prefecture, 760`8554, TEL 087`

851`8061 ex, 2526

d 本工事は、資料の提出、入札を電子入札シ
ステムで行う対象工事である。なお、電子入
札システムによりがたいものは、発注者の承
諾を得た場合に限り紙入札方式に代えること
ができる。

e 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。

Ĉ 専任の監理技術者の配置が義務付けられて
いる工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約する場合においては、監理
技術者とは別に同等の要件を満たす技術者の
配置を求めることがある。（入札説明書参照）

D̂ 本工事は、低入札価格調査制度調査対象工
事に対する取り組みを行う試行工事である。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件を満たしている者により構成
される特定建設工事共同企業体又は単体有資格
業者（経常建設共同企業体を含む）であること。
\ 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。

] 九州地方整備局における港湾等しゅんせつ
工事に係る一般競争参加資格の決定を受けて
いる者であること。なお、特定建設工事共同
企業体として競争に参加する場合は、別に公
示する特定建設工事共同企業体の資格決定を
受けていること。

^{ 特定建設工事共同企業体の代表者又は単
体有資格業者（経常建設共同企業体を含む）
にあっては、九州地方整備局における港湾
等しゅんせつ工事に係る一般競争参加資格
の決定の際に算定した客観点数が950点以
上の者であること。（会社更生法（平成14年
法律第154号）に基づき更生手続開始の申
立てがなされている者又は民事再生法（平
成11年法律第225号）に基づき再生手続開
始の申立てがなされている者については、
手続開始の決定後、九州地方整備局副局長
が別に定める手続に基づく一般競争参加資
格の再審査の際に算定した当該港湾等しゅ
んせつ工事における客観点数が950点以上
の者であること。）

| 特定建設工事共同企業体の代表者以外の
構成員にあっては、九州地方整備局におけ
る港湾等しゅんせつ工事に係る一般競争参
加資格の決定の際に算定した客観点数が

850点以上の者であること。（会社更生法（平
成14年法律第154号）に基づき更生手続開
始の申立てがなされている者又は民事再生
法（平成11年法律第225号）に基づき再生
手続開始の申立てがなされている者につい
ては、手続開始の決定後、九州地方整備局
副局長が別に定める手続に基づく一般競争
参加資格の再審査の際に算定した当該港湾
等しゅんせつ工事における客観点数が850

点以上の者であること。）
_{ 特定建設工事共同企業体の代表者又は単
体有資格業者（経常建設共同企業体を除く）
にあっては、平成10年度以降に元請けとし
て、航路又は泊地における、グラブ浚渫船
を使用した計画数量100¶000‚以上の浚渫
工事の施工実績を有する者であること。（共
同企業体の構成員としての施工実績は、出
資比率が20％以上のものに限る。ただし、
乙型共同企業体の同種工事の施工実績につ
いては、出資比率にかかわらず各構成員が
施工を行った分担工事の実績であること。）

| 特定建設工事共同企業体の代表者以外の
構成員にあっては、平成10年度以降に元請
けとして、浚渫船を使用した浚渫又は床掘
工事の施工実績を有する者であること。（共
同企業体の構成員としての施工実績は、出
資比率が20％以上のものに限る。ただし、
乙型共同企業体の同種工事の施工実績につ
いては、出資比率にかかわらず各構成員が
施工を行った分担工事の実績であること。）

} 経常建設共同企業体にあっては、構成員
のうちいずれか１社が、平成10年度以降に
元請けとして、航路又は泊地における、グ
ラブ浚渫船を使用した計画数量100¶000‚

以上の浚渫工事の施工実績を有する者であ
ること。（共同企業体の構成員としての施工
実績は、出資比率が20％以上のものに限る。
ただし、乙型共同企業体の同種工事の施工
実績については、出資比率にかかわらず各
構成員が施工を行った分担工事の実績であ
ること。）
さらに、他の構成員は、平成10年度以降
に元請けとして、浚渫船を使用した浚渫又
は床掘工事の施工実績を有する者であるこ
と。（共同企業体の構成員としての施工実績
は、出資比率が20％以上のものに限る。た
だし、乙型共同企業体の同種工事の施工実
績については、出資比率にかかわらず各構
成員が施工を行った分担工事の実績である
こと。）

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 25年９月 27日
支出負担行為担当官
九州地方整備局副局長 山本 浩

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 40

〇第 16号
１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 博多港（中央航路地区）航路
（－12N）浚渫工事（北９工区）

^ 工事場所 福岡県福岡市中央区那の津５丁
目地先

_ 工事内容 共通工 灯浮標設置・管理 20

基、汚濁防止膜設置・管理 2¶840N、潜水
探査工 潜水探査 １点（想定）、浚渫工
グラブ浚渫 約241¶000‚（ＮＥＴ）（粘土質
土砂 約241¶000‚）、土捨工 土運船運搬
１式（百道浜沖投入場所、約3•5›）、土砂投
入 １式（二重管トレミー方式）

` 工期 平成26年７月18日まで
a 使用する主な資機材 グラブ浚渫船
b 本工事は、入札時に施工計画等の提案を受
け付け、価格以外の要素と価格を総合的に評
価して落札者を決定する総合評価落札方式
（技術提案評価型（ＷＴＯ））の適用工事のう
ち、品質確保のための体制その他の施工体制
の確保状況を確認することにより、施工内容
を確実に実現できるかどうかを審査し、評価
を行う施工体制確認型総合評価落札方式の試
行工事である。

c 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事であ
る。（総合評価に係る技術提案の範囲を除く。）š

 


		2013-09-26T14:59:25+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




